
２００４年１月アルゼンチンの経済情勢 

２００４年２月作成 

在アルゼンチン大使館 

 

１．概況 

 遅れていたＩＭＦとのプログラムの第１回目のレビューは、ＩＭＦ理事会において承認

されたものの、投票を棄権する理事が相次ぎ、亜政府に対する厳しい見方が浮き彫りにな

った。対民間債務の再編交渉には前進は見られなかったものの、ローマで会合を行った各

地の亜債権者団体は、グローバルコミッティーを結成し、亜政府との交渉に結束して臨む

ことを決定した。また、西を訪問したキルチネル大統領は、前回の訪問とは異なる友好的

な態度で臨み、会談した西の企業家からは対亜投資を約束する発言が見られた。 

 

２．経済の主な動き 

（１）ＩＭＦとの関係 

 ２８日、ＩＭＦ理事会は、昨年９月に合意されたプログラムの第１回目のレビューを行

い、亜への 358 百万ドルのディスバースを承認した。採決にあたっては、亜政府の対民間

債務再編交渉への取り組みが不十分だとして、投票を棄権する理事が相次いだとされる。

亜政府は、次回のレビューが予定通り承認されなければ、３月に到来するＩＭＦに対する

約 31 億ドルの債務返済を履行しないとの姿勢を示しており、第２回目のレビューを巡って、

亜政府とＩＭＦとの間で厳しいやりとりが続くものと見られる。 

理事会に先立ち、１２日、モンテレイで開催された米州特別サミットの機会を利用して、

キルチネル大統領とケーラーＩＭＦ専務理事との会談が行われた。会談において、ケーラ

ーは、亜政府が民間債権者に対してもっと友好的になるよう要請した。これに対し、キル

チネルは、債務返済に充てるプライマリー財政黒字を対ＧＤＰ比３％とすることに変更は

ないこと、またＩＭＦと合意した事項は着実に履行することを確認した。 

一方、亜政府は、以前よりＩＭＦからの要求事項であった、競争法の廃止（２１日）、非

対称的なペソ化による銀行への損失補填（２６日）に関する法令を公布し、それぞれ実施

に移した。 

（２）対民間債務の再編交渉 

 １２日、ＴＦＡ（伊の個人投資家）、ＡＢＲＡ（中欧の個人投資家）、ＡＢＣ（欧米の機

関投資家）、東京三菱銀行、新生銀行など各国の債権者団体がローマで会合を開き、亜政府

との債務再編交渉の早期合意を目指して、亜債権者グローバルコミッティー（ＧＣＡＢ）

を結成した。ＧＣＡＢは、亜政府に対して、２月第３週にニューヨークにおいて、正式な

交渉を開始するよう呼びかけている。これに対し、ラバーニャ経済相は、（ＧＣＡＢが拒否

している）債権者登録をまず行ってもらう必要があるとして、ＧＣＡＢとの交渉に否定的

な姿勢を示した。 



３０日、債権者による差し押さえ請求を認めたニューヨーク地裁のグリエサ判事が、亜

政府に与えた差し押さえ執行の猶予期間が満了し、亜政府の海外資産が差し押さえられる

可能性が出てきた。ラバーニャ経済相は、海外にある亜政府の資産で差し押さえの対象と

なるものは何もなく、大使館などは国際条約で保護されていると説明した。 

一方、債務再編にあたる取りまとめ銀行の決定は遅れており、有力と目されていた複数

の金融機関が辞退したと報じられるなど、選定作業は難航している。 

（３）繊維製品に対する輸入規制 

 ２３日、亜政府は伯からの繊維製品の輸入急増を受けて、繊維製品の輸入を実質的な許

可制とする規制を行うことを発表した。記者会見したラバーニャ経済相は、国内産業を守

り、雇用を維持するための措置であると説明した。亜政府による規制の発表後も、それま

で続けられていた亜・伯の繊維業界間で亜への輸入量を自主規制する話し合いが継続され

ており、一部の製品については合意に至った。ドゥモン工業庁長官は、業界間での自主規

制の合意ができれば、政府の規制は撤廃していくとの姿勢を示した。 

（４）メルコスール－印の通商枠組み協定の締結 

 ２５日、ドゥアルデ・メルコスール常設代表委員長（前大統領）、ルーラ伯大統領等はニ

ューデリーを訪問し、メルコスール－印間で輸入関税を相互に引き下げる優遇措置の枠組

み協定に署名した。今後、３月初めにも、品目リストなどの交渉が行われることになって

いる。今回の協定は、メルコスールが米州以外の国と初めて結んだものである。 

（５）キルチネル大統領の訪西 

 ２７日から３０日まで、キルチネル大統領は西を訪問し、アスナール首相など西政府関

係者、クエバス西経団連会長やレプソル、テレフォニカ、エンデサ、ＢＣＨ、ＢＢＶＡな

どの各社長と会談した。 

会談において、アスナール首相は、亜経済の回復を賞賛し、亜は国際金融機関との約束

を果たしただけでなく、それを上回る実績を挙げたと評価した。ＩＭＦとの関係について、

同首相は、西は亜に好意的な姿勢で臨むが、亜も努力を続けなければならないと述べた。

亜政府関係者によれば、会談において、公共料金の値上げ問題は取り上げられなかったと

される。 

 一方、クエバス西経団連会長は、亜の経済回復を評価し、亜に新規投資を行う西企業も

出てくるだろうと述べた。また、コルティーナ・レプソル社長は、同社が２００７年まで

に亜で６０億ドルの投資を行うことを約束するなど、西企業家との会談では、対亜投資を

約束する発言が見られた。 

 

３．経済指標の動向 

（１）金融 

 中銀は２１日、為替市場におけるドル需要を増やすため、①月額 50 万ドルであったドル

の購入上限を 100 万ドルにまで引き上げる、②輸入代金の前払い期間を 360 日以内まで拡



げる、さらなる規制緩和を実施した。中銀は為替市場でのドル購入で、外貨準備を 150 億

ドル近くまで増やしている。 

（２）税収 

 １月の税収は対前年同月比で 27.8％増の 7,160 百万ペソで、過去最高の税収額を記録し

た。特に、対前年同月比で 47.6％増となった付加価値税の増収によるところが大きく、政

府は、経済活動の回復と消費拡大の現れとしている。 

（３）産業動向 

（イ）小売（１２月） 

 スーパーマーケット売上高は対前年同月比 6.7％の増加、ショッピングセンター売上高

は同 32.9％の増加となった。消費の回復傾向が見られる他、海外からの観光客が増加して

いることから、特にショッピングセンターの売上増加が著しい。 

（ロ）建設活動指数（１２月） 

 建設活動指数は、対前月比では 3.4％の減少となったものの、対前年同月比では 27.6％

の増加となり、回復傾向が続いている。 

（ハ）工業生産指数（１２月） 

 工業生産指数（ＥＭＩ）は、対前月比では 2.7％の減少となったものの、対前年同月比

では 11.1％の増加となった。 

（４）物価 

 消費者物価指数は対前月比で 0.4％の上昇となった一方、卸売物価指数、輸入卸売物価

指数はともに 0.3％の下落となった。 

（５）雇用（１２月） 

 労働省の発表によるブエノスアイレス圏、コルドバ圏、ロサリオ圏の雇用状況をみると、

雇用水準は三大圏全てで伸びており、引き続き改善傾向にある。 

（６）貿易収支（１２月） 

 １２月の貿易収支は、8.8 億ドルの黒字で、輸入が増えたことから黒字額は対前月比で

減少した。また、2003 年全体の黒字額は 155.36 億ドルに達した。2003 年の輸出は大豆や

石油関連品の輸出増から対前年比で 14％増加した。一方、輸入は為替の影響から大きく落

ち込んだ 2002 年と比べて、2003 年は 54％の増加と回復を見せた。 






















